
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 その他 一般財源

障がい者福祉事業 3,918,088 1,485,731 879,044 58,812 1,494,501 269,619

309,602 998 99,521 16,891 192,192 34,673

7,786,311 3,636,885 957,406 375,598 2,816,422 508,104

118,640 7,805 53,195 64 57,576 10,387

1,306,499 979,873 21,216 0 305,410 55,098

171,800 77,066 16,673 4,610 73,451 13,251

小計 13,610,940 6,188,358 2,027,055 455,975 4,939,552 891,132

介護保険事業特別会計 1,279,522 41,024 20,512 0 1,217,986 219,734

527,941 98,926 297,028 0 131,987 23,812

1,460,467 95 240,124 0 1,220,248 220,142

小計 3,267,930 140,045 557,664 0 2,570,221 463,688

1,493,695 0 0 2,532 1,491,163 269,017

629,002 12,182 6,269 7,102 603,449 108,867

233,379 923 2,372 2,191 227,893 41,114

小計 2,356,076 13,105 8,641 11,825 2,322,505 418,998

19,234,946 6,341,508 2,593,360 467,800 9,832,278 1,773,818

　 平成26年4月1日より消費税率が5％から8％、令和元年10月1日より8％から10％に引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分につ
いては、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。
　 下表のとおり、本市の社会保障施策への充当状況について公表します。

　　◆令和７年度予算における社会保障施策への充当額　１７億７３８１万８千円

消費税引上げ分に係る地方消費税交付金の使途（令和７年度当初予算）

事業名 事業費
財源内訳 一般財源のうち地方消費税交

付金（社会保障財源化分）

母子福祉事業

生活保護扶助事業

その他の社会福祉事業

社
会
保
険

国民健康保険事業特別会計

その他の社会保険事業

社
会
福
祉

高齢者福祉事業

児童福祉事業

合計

保
健
衛
生

病院事業会計繰出金

疾病予防事業

その他保健衛生事業


